
小規模事業者持続化補助金＜災害支援枠＞ 

公募要領（第 3版） 第 2版からの新旧対照表 

 

No 頁 第３版 第２版 

1 表紙   

2 表紙 公募開始    ：令和６年 ３月８日（金） 

２次申請受付開始：令和６年 ３月８日（金） 

２次受付締切  ：令和６年 ４月２６日（金）［郵送：締切日当日消印

有効］ 

※３次公募以降については追って公表します。 

公募開始 ：令和６年 １月２５日（木）  

１次申請受付開始：令和６年 ２月 １日（木）  

１次受付締切 ：令和６年 ２月２９日（木）［郵送：締切日当日消印有

効］  

※２次公募以降については追って公表します。 

3 表紙 令和６年３月 

 

令和６年１月 

4 P2 ＊間接被害とは令和６年１月から３月の任意の１か月の売上高が前

年同期と比較して２０％以上減少していることを指します。 

＊間接被害とは令和６年１月及び２月の任意の１か月の売上高が前

年同期と比較して ２０％以上減少していることを指します。 

5 P2 例えば、登記簿上の本店所在地は該当地域外にあるが実際の

所在地は地域内にある場合や、本社は該当地域外にあるが支社等

は地域内にあって事業再建を地域内の支社等で行おうとする場合

には、「所在する事業者」となりますが、登記簿上の本店所在地は

地域内にあるが地域内に事業所を有さない場合は「所在する事業

者」にはなりません。  

ただし、やむを得ない理由により、現地での復旧が困難な場合は

被災区域外での補助事業も支援の対象となります。 

例えば、登記簿上の本店所在地は該当地域外にあるが実際の

所在地は地域内にある場合 や、本社は該当地域外にあるが支社

等は地域内にあって事業再建を地域内の支社等で行おう とする

場合には、「所在する事業者」となりますが、登記簿上の本店所在

地は地域内にある が地域内に事業所を有さない場合は「所在す

る事業者」にはなりません。 

第３版：令和６年３月８日 第２版：令和６年２月１日 



 

６ P5 （８）過去、下記３つの事業において、各事業の交付規程で定める様

様式 14「小規模事業者持続化補助金に係る事業効果及び賃金引

上げ等状況報告書」を本補助金の申請までに受領された者である

こと (先行する受付締切回で採択された共同申請の参画事業者を

含む)。 

ただし、現在補助事業を申請中・実施中、もしくは補助事業は終

了しているものの、様式第 14の提出期限が到来していない場合は

この限りではない。 

（８）下記３つの事業において、採択を受けて、補助事業を実施した

場合、各事業の交付規程で定める様式第 14「小規模事業者持続

化補助金に係る事業効果及び賃金引上げ等状況報告書」を原則

本補助金の申請までに受領された者であること (先行する受付締

切回で採択された共同申請の参画事業者を含む)。 

7 P5 ※上記の様式第 14「小規模事業者持続化補助金に係る事業効果

及び賃金引上げ等状況報告書」が受領されていない場合、補助

金の申込みができません。 

※現在公募を実施している①「小規模事業者持続化補助金＜一般

型＞」において、第 11回公募以降の補助事業者は申請できませ

ん。第 10 回公募以前の補助事業者は、事業実施期間終了日の

属する月の翌月から１年間を経過している場合は、申請が可能   

です。 

※過去に上記①②③の「補助事業者である場合」、過去回の事業

内容・実績を確認するために、必要に応じて、該当回の実績報告

書（様式第 8）の写しの提出を求めることがあります。 

※災害支援枠で申請する事業内容・対象経費に、上記①②③と重

複が見られる場合には、補助金額が減額される可能性がありま

※上記の様式第 14「小規模事業者持続化補助金に係る事業効果

及び賃金引上げ等状況報告書」が受領されていない場合、補助

金の申込みができません。 

※現在公募を実施している①「小規模事業者持続化補助金＜一般

型＞」において、第 11 回公募以降の補助事業者は申請できませ

ん。第 10 回公募以前の補助事業者は、事業実施期間終了日の

属する月の翌月から１年間を経過している場合は、申請が可能

です。 

※過去に上記①②③の「補助事業者である場合」、過去回の事業

内容・実績を確認するために、必要に応じて、該当回の実績報告

書（様式第 8）の写しの提出を求めることがあります。 

 



すのでご注意ください。 

8 P12 １．新型コロナウイルス感染症（令和２年１月２８日政令第１１号により

指定感染症に指定された感染症をいう。）の影響を受けた事業

者 

２．過去数年以内に発生した災害（１※）で被害を受けた以下のい

ずれにも該当する事業者 

①当該災害による事業用資産への被災が証明できる事業者 

②当該災害からの復旧・復興に向けて国等が実施した支援を活

用した事業者 

３．次のいずれかに該当する事業者 

①過去数年以内に発生した災害の発生日（当該発生日が令和２

年１月２８日以降の災害にあっては令和２年１月２８日とする。）以

降、売上高が２０％以上減少している復興途上にある事業者 

②別表のとおり、令和６年能登半島地震発生時において厳しい

債務状況にあり、かつ、交付申請時において経営再建等に取り

組み、かつ、認定経営革新等支援機関に事業計画等について確

認を受けている事業者 

４．交付申請時において、過去数年以内に発生した災害からの復旧

又は復興に向けた事業活動に要した債務を抱えている事業者 

５．令和６年能登半島地震により、施設又は設備が被災し、その復

旧又は復興を行おうとする者 

(※１)過去数年以内に発生した災害とは、過去５年以内を目安に発

生した災害であって災害救助法の適用を受けたものです。 

 

 

 

１．過去数年以内に発生した災害（※１）で被害を受けた以下の 

いずれかに該当する事業者   

①事業用資産への被災が証明できる事業者 

②災害からの復旧・復興に向けて国等が実施した支援を活用し

た事業者 

 

２．過去数年以内に発生した災害以降、売上高が２０％以上減少し

ている復興途上にある事業者 

 

 

 

 

３．交付申請時において、過去数年以内に発生した災害からの復旧 

又は復興に向けた事業活動に要した債務を抱えている事業者 

 

(※１)過去数年以内に発生した災害とは、過去５年以内を目安に発

生した災害であって災害救助法の適用を受けたものです。 



9 P13 別表 

 

・上記別表過剰債務の状況とは、原則として令和６年能登半島地

震被災時の直近の決算期において、次のいずれかの要件を満たす

ものをいう。 

１ 債務超過に陥っている事業者 

２ 繰越欠損を計上している事業者 

３ 次式で判定した年数が１５年以上となる事業者 

 



 ｛有利子負債（短期借入金＋長期借入金＋社債）｝÷｛減価償却

後営業利益×１／２（営業欠損の場合は１／２を乗じない）＋普通減

価償却費｝※１ 

４ 次式で算出した値が正となる事業者 

長期借入金及び社債の年間返済額※２－｛減価償却後経常利益

×１／２（経常欠損の場合は１／２を乗じない）＋普通減価償却

費｝※１－金融機関調達（予定含む）※３ 

 

※１ 試算期で判定する場合は、「試算期末からさかのぼって１２か

月間の損益計算書」を用いて判断する。 

※２ 決算期または試算期末から今後一年間の長期借入金及び社

債の年間返済額をいう。 

※３ 決算期または試算期末から今後一年間の長期借入金及び社

債の金融機関調達額（設備資金を除く）をいう。 

１０ P14 ＊今回の公募においては、特例として、令和 6 年 1 月 1 日の能登

半島地震により被災した日以降に補助事業を実施し、発生した経

費を遡って補助対象経費として認めます。【上記②の特例】 

ただし、写真や書類等による確認が可能であって、適正と認められ

るものに限ります。 

＊今回の公募においては、特例として、令和 6 年 1 月 1 日の能登

半島地震により被災した日以降に補助事業を実施し、発生した経

費を遡って補助対象経費として認めます。【上記②の特例】 

 

1１ P14 ○通常の生産活動のための費用、単なる取替え更新の機械装置

等の購入は補助対象となりません。ただし、損壊等の被害を受け

た事業用資産の取替え・買換え等の場合は、事業計画の遂行に

最低限必要なものであれば補助対象となります。場合によって

○通常の生産活動のための費用、単なる取替え更新の機械装置

等の購入は補助対象となりません。ただし、損壊等の被害を受け

た事業用資産の取替え・買換え等の場合は、事業計画の遂行に

最低限必要なものであれば補助対象となります。場合によって



は、帳簿（資産台帳等）又は写真等で以前の状況を確認する場合

があります。 

○「自動車等車両」（道路運送車両法第２条第２項に定める「自動

車」及び同条第３項に定める「原動機付自転車」）は、⑪車両購入

費の対象物件ですが、このうち、「減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」の「機械及び装置」区

分に該当するもの（例：ブルドーザー、パワーショベルその他の自

走式作業用機械設備）についてのみ、この①機械装置等費で計

上してください。 

 

 

 

 

 

 

○契約期間が補助事業期間を越えるソフトウェア使用権を購入す

る場合は、按分等の方式により算出された補助事業期間分のみ

補助対象となります。 

 

は、帳簿（資産台帳等）又は写真等で以前の状況を確認する場合

があります。 

○「自動車等車両」（道路運送車両法第２条第２項に定める「自

動車」及び同条第３項に定める「原動機付自転車」）は、⑪車両購入

費の対象物件ですが、このうち、「減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」の「機械及び装置」区分に

該当するもの（例：ブルドーザー、パワーショベルその他の自走式作

業用機械設備）についてのみ、この①機械装置等費で計上してくだ

さい。 

○経営計画書に基づく事業用途であり、他の用途での使用（目

的外使用）がないと整理ができる場合には、汎用機器（例：パソコ

ン・タブレットＰＣおよび周辺機器（ハードディスク・ＬＡＮ・Ｗｉ－Ｆｉ・

サーバー等）、自転車等）の購入費用も、補助対象となり得ます（仮

に、補助金交付後に目的外使用が判明した場合は、補助金交付取

消・返還の対象となります）。 

○契約期間が補助事業期間を越えるソフトウェア使用権を購入

する場合は、按分等の方式により算出された補助事業期間分のみ

補助対象となります。 

 



1２ P15 

 
 

１３ P22 ○交付決定日（＊ただし、特例として令和 6 年 1 月 1 日の能登半

島地震による災害発生以降で、交付決定の前に行われた事業に

要する経費についても、適正と認められる場合には補助金の対象

となります。）以降に補助事業実施のために発注し、補助事業実施

期限（最長で令和６年１０月３１日）までに支払いと事業の遂行が完

了したもののみが補助金の対象となります。車を買っても、ローン

等を組んだため、補助事業実施期限（最長で令和６年１０月３１日）

までに一部でも支払いが完了しない場合には、補助金の対象に

できません。 

○交付決定日（＊ただし、特例として令和 6 年 1 月 1 日の能登半

島地震による災害発生以降で、交付決定の前に行われた事業に

要する経費についても、適正と認められる場合には補助金の対象

となります。）以降に補助事業実施のために発注し、補助事業実施

期限（最長で令和６年８月３０日）までに支払いと事業の遂行が完

了したもののみが補助金の対象となります。車を買っても、ローン

等を組んだため、補助事業実施期限（最長で令和６年８月３０日）

までに一部でも支払いが完了しない場合には、補助金の対象に

できません。 

 



 

１４ P25 （１）受付開始日及び締切日 

公 募 開 始 ： 令和６年 ３月８日（金） 

２次受付締切： 令和６年 ４月２６日（金）［郵送：締切日当日消印

有効］ 

（１）受付開始日及び締切日 

公 募 開 始 ： 令和６年 １月２５日（木） 

１次受付締切： 令和６年 ２月２９日（木）［郵送：締切日当日消印

有効］ 

１５ P27 （３）その他留意事項 

・同一事業者が同一内容で本制度以外の国の補助事業や委託

事業等と併願している場合には、不合理な重複および過度な集

中を排除するため、重複して採択いたしませんのでご留意くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 ・採択された場合であっても、予算の都合等により希望金額から

減額される場合があります。  

・申請書類一式の提出先を誤ると受付を受理できませんので、 

お間違えのないようご注意ください。 

 

（３）その他留意事項 

・同一事業者が同一内容で本制度以外の国の補助事業や委託

事業等と併願している場合には、不合理な重複および過度な集

中を排除するため、重複して採択いたしませんのでご留意くだ

さい。  

  ※本補助金と小規模事業者持続化補助金＜一般型＞について

補助事業実施中の事業者、並びに第１４回・第１５回公募におい

て両方の補助金を採択された事業者は、いずれかの補助事業

の取り下げ又は廃止を行わなければ補助金の交付を受けるこ

とが出来ません。 

・採択された場合であっても、予算の都合等により希望金額から

減額される場合があります。  

・申請書類一式の提出先を誤ると受付を受理できませんので、

お間違えのないようご注意ください。 

 

１６ P28 ７．事業実施期間等 

交付決定日（今回は特例として、令和６年１月１日の能登半島地

震により被災した日以降の補助事業開始日）から実施期限（令和６

７．事業実施期間等 

交付決定日（今回は特例として、令和６年１月１日の能登半島地

震により被災した日以降の補助事業開始日）から実施期限（令和６



年１０月３１日(木)）までです。 

上記実施期限までの間で、事業を完了（補助対象経費の支払い

まで含みます）した後３０日を経過する日、又は令和６年１１月１１日

(日)（地方事務局必着）のいずれか早い日までに実績報告書（実

施事業内容および経費内容を取りまとめ）を提出しなければなりま

せん。提出いただいた資料に基づき、順次、交付すべき補助金額の

確認作業を行います。 

 

年８月３０日(金)）までです。 

上記実施期限までの間で、事業を完了（補助対象経費の支払い

まで含みます）した後３０日を経過する日、又は令和６年９月９日

(月)（地方事務局必着）のいずれか早い日までに実績報告書（実

施事業内容および経費内容を取りまとめ）を提出しなければなりま

せん。提出いただいた資料に基づき、順次、交付すべき補助金額の

確認作業を行います。 

 

１７ P31 【応募者全員が提出】 

 

【応募者全員が提出】 

 



１８ P33 【定額申請の場合の追加提出物】 

 

【定額申請の場合の追加提出物】 

 

 


